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1930 年代から 40 年代初頭における 
北越製紙の経営発展と企業成長
松　本　和　明
はじめに
　北越製紙株式会社は，地域で豊富かつ廉価で調達できる稲藁を原料に板紙を製造することを
目的として，長岡を代表する紙卸商の田村文四郎および書籍商の覚張治平を中心に，地域の企
業家が密接に連携・協力し，1907（明治 40）年 4月 27 日に新潟県長岡市で設立された。新潟
県内では長岡と新潟に工場を有し，これまで長岡工場では板紙さらに特殊紙，新潟工場では洋
紙を中心に製造し，設立以来 110 年以上にわたり，長岡地域はもとより新潟県の産業およびビ
ジネスの発展において主導的な役割を果たし続けてきた企業の 1つである（2009 年 10 月より
北越紀州製紙，18 年 7 月より北越コーポレーション）。
　筆者は，北越製紙の地域産業史ないし経営史的研究の重要性を認識し，主に長岡市が市史編
纂事業で収集・調査した史料（北越製紙長岡工場文書，長岡市立中央図書館文書資料室所蔵）
を活用して，研究成果を発表できた 1。
　その後縁あって，北越製紙による百年史編纂事業へ執筆者の一員として参画を許された。社
内外で多種多様な資料を収集して，これに吟味・検討を加えて執筆をおこない，2007 年 4 月
に『北越製紙百年史』（北越製紙株式会社北越製紙百年史編纂委員会編集，同社発行）として
刊行されることとなった。
　筆者は，同書刊行後も関連史料の調査を継続しており，これまで収集した史料も含めて，こ
れらを分析して，北越製紙の設立のプロセスと 1910 年代の経営動向，1920 年代から 30 年代
初頭の経営動向と田村および覚張の後継者である田村文吉（文四郎の三男）の事績に関して実
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1　「田村文四郎の企業者活動と北越製紙の設立」長岡短期大学生涯学習センター『生涯学習センター研究実践
報告』第 4号，2001 年 3 月，「創業期と大正期における北越製紙に関する資料」長岡大学地域研究センター『地
域研究』第 2号＜通巻 12 号＞，2002 年 11 月。
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証的に解明することができた 2。
　本稿はその続編として位置づけ，1930 年代から 40 年代初頭における北越製紙の事業展開に
ついて，戦略や組織の変遷と経営判断ないし意思決定の過程，田村文吉を中心とするトップお
よびミドルマネジメント層の拡充について立ち入って考察することを課題とする。
　ところで，これまでの日本経営史研究において，製紙業史・製紙会社経営史の先行業績とし
ては四宮俊之氏や藤田貞一郎氏，製紙流通史は前田和利氏や大東英祐氏による研究がよく知ら
れているが 3，その対象企業は業界を主導した王子製紙および主なライバルの富士製紙と樺太
工業，各社の販売を担ったが中井商店（現・日本紙パルプ商事）や大同洋紙店（現・国際紙パ
ルプ商事）中心であり，北越製紙に関しては部分的に取り上げられているに過ぎない。また，
対象時期は 1870 年代から上記 3社が合併した 1933 年までがほとんどであり，それ以降につい
てはほぼ等閑に付されているのが現状である。本稿は，当該期の製紙業界史・企業経営史に 1
つの事例研究ないしケースを提供することも意図している。
　北越製紙の史実については，とくに指摘しない限り，前述の『北越製紙百年史』および『北
越製紙 70 年史』（1977 年刊行），『営業報告書』各期，『役員会決議録』各号および『五十年史
参考綴』（北越コーポレーション株式会社所蔵）に依拠している 4。
　なお，引用史料には，読み易さに配慮して，適宜句読点の付加，段落分けなどをおこなって
いることをお断りしておく。
Ⅰ．1933 年の王子製紙の成立と経営環境の変容
　戦前日本の製紙業において一大画期となったのが，1933（昭和 8）年 5月 18 日に，長年ラ
2　「北越製紙の企業成長と田村文四郎・覚張治平」篠崎尚夫編著『鉄道と地域の社会経済史』日本経済評論社，
2013 年，「田村文吉の企業者活動と地域・社会貢献活動」長岡大学地域連携研究センター『地域連携研究』第
1号，2014 年 11 月。
3　四宮俊之『近代日本製紙業の競争と協調－王子製紙，富士製紙，樺太工業の成長とカルテル活動の変遷－』
日本経済評論社，1997 年，同「紙・パルプ工業における技術革新－選択・応用の国際性，機敏性－」由井常彦・
橋本寿朗編『革新の経営史』有斐閣，1995 年，藤田貞一郎「近代日本製紙業発達史（1）－洋紙・板紙の部－」
同志社大学商学会『同志社商学』第 24 巻第 5・6 号，1973 年 3 月，同「近代日本製紙業発達史（2）－洋紙・
板紙の部－」同誌，第 25 巻第 1号，1973 年 6 月，前田和利「洋紙流通機構の形成過程」駒沢大学経営研究所『駒
大経営研究』第 11 巻第 2・3 号，1979 年 5 月，同「明治後期～大正期における洋紙流通機構」『駒沢大学経営
学部研究紀要』第 16 号，1986 年 3 月，大東英祐「戦間期のマーケティングと流通機構」（由井常彦・大東英
祐編集『日本経営史 3　大企業時代の到来』岩波書店，1995 年所収）。
4　北越製紙の関係者のキャリアに関しては，「社員名簿　昭和四年三月一日現在」や「社員名簿　昭和二十年
一月十五日現在」，「役員履歴書」および『有価証券報告書』各期（北越コーポレーション株式会社所蔵）およ
び人事興信所発行『人事興信録』各版などに依拠している。
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イバル関係にあった王子製紙と富士製紙および樺太工業が合併したことである 5。しばし「大
王子製紙」と称されるように，国内の洋紙生産量の約 85％を占める大会社となった。王子製
紙は調達および生産と販売体制を再整備ないし再構築を進めた。これとともに，景気回復によ
る消費の増加，円安ドル高の進展による輸入の減少と輸出の増大が相まって，原料であるパル
プ価格の高騰はありながらも，市場および業界は好転さらに安定するところとなった 6。
　王子製紙の統制力がますます強大となる一方で，北越製紙を含む他のメーカーは，王子製紙
に併呑されることを回避すべく，才覚と先見性および新たな構想力をもって，独自性を発揮し，
市場および業界での存在感を堅持するのに尽瘁したのである。
Ⅱ．トップマネジメントの変化と事業の拡充およびメディアからの評価
　こうした産業・市場構造の大きな転換のなかで，北越製紙のトップマネジメントが強化され
ることとなった。
　1934（昭和 9）年 1月 17 日に，専務取締役の田村豊太郎（28 年 1 月就任）が社長に昇格し，
取締役（同）兼支配人の田村文吉が後任の専務となった。会社設立以来初の社長選任であった。
　これと同時に市川工場長の中村恒，翌 35 年 7 月 17 日には新潟工場長兼本社技術部長の小林
宗作が取締役に選任されたが，詳細は後述する。
　しかし，わずか 2年半後の 1936 年 7 月 4 日に豊太郎が 60 歳で病没した。豊太郎は文四郎の
長男で，家業の紙卸商（「田村屋」）に従事しつつ，文四郎が 1920（大正 9）年 5月 13 日に没
した直後の 7月に取締役に選任され，22 年 1 月に常務取締役となっていた。
　豊太郎は，経営の実務については文吉にその一切を委ねており，意思決定や戦略策定に直接
コミットすることはほとんどなかった。その一方で，長岡銀行・長岡貯蓄銀行・北越水力電気
監査役や長岡商工会議所常議員などを務め，長岡の産業界で重きをなしていた。
　興味深いのは，小樽高等商業学校を 1931 年に卒業後に北越製紙に入社して経理部会計課長・
鉱業部計理課長・鉱務課長や本社調査役などを歴任した清水多助が，当時の豊太郎について，「社
務は全然見ず只一つ市内の支払状態と株主の動き，此れは何と云うわけか良く調べられた」7 と
5　3 社の動向および合併の経緯については，四宮俊之「大川平三郎－製紙王の栄光と挫折」（由井常彦・三上
敦史・小早川洋一・四宮俊之・宇田川勝『日本の企業家（2）大正篇』有斐閣，1978 年）で詳しく論じられて
いる。
6　財団法人日本経営史研究所編『製紙業の 100 年』王子製紙株式会社・十条製紙株式会社・本州製紙株式会社，
1973 年，150 ～ 154 頁。
7　「経験談集録」1957 年 1 月，北越コーポレーション株式会社所蔵。
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ふりかえっていることである。また，文吉に叱責された従業員を慰め，時には文吉を陰ながら
アドバイスを与えるなど，大所高所から経営をフォローしたとする。
　清水の回想によると，豊太郎は「会社に出られると新聞ばかり読んで居る人で後は昼寝して
おられ」，「平素冗談ばかり云っておられる」が，「カミソリ支配人（＝文吉：引用注）の上に
豊太郎さんの如き人間的温かみのある方が居られて社員の気持を実に良く掌握しておられた」8
という。
　つまり，豊太郎と文吉との間で，両者がどれほど意識していたかは不明であるが，絶妙とい
うべきバランスがとられていたとみてとれる。
　豊太郎の没後は社長をおかず，文吉のポジションはそれまでのいわば最高執行責任者（COO）
から格上げがなされ，最高経営責任者（CEO）として経営全般を統括するところとなった 9。
　この間，1934 年 11 月 1 日に，覚張治平の長男で 28 年 1 月に取締役に選任された義平が常
勤取締役となったことを付記しておく 10。
　1933 年以降の長岡・新潟・市川工場における設備の新増設および新製品開発や市場投入（上
市）などは多岐にわたるので，以下に編年式にまとめてみたい。
　1933 年　長岡工場：火力発電所新設（9月）
　　　　　新潟工場：火力発電所新設（1月）
　　　　　市川工場：省線総武線（市川駅付近）からの貨物専用側線敷設（3月）
　　　　　　　　　　加工紙（アート紙）の製造開始（8月）
　1935 年　長岡工場：ヴァルカナイズド・ファイバーの製造開始（12 月）
　　　　　新潟工場：五号抄紙機増設，新聞用紙を生産（11 月）
　1938 年　新潟工場：砕木機 2基増設（10 月）
　　　　　　　　　　三号木釜 1基（亜硫酸パルプ設備）増設（11 月）
　　　　　　　　　　六号抄紙機増設，新聞用紙を生産（12 月）
　1939 年　長岡工場：ファイバー工程を独立，「ファイバー工場」と呼称（7月）
　　　　　市川工場：ファイバー原紙を生産開始（11 月）
　1940 年　新潟工場：ファイバー原紙を生産開始（4月）
　1941 年　ファイバー工場：第二製造連続機新設（7月）
　こうした事業展開に対して，当時の経済雑誌は次のように論評をおこなっている。
　『会社かゝ み゛　昭和九年版』（東洋経済新報社，1933 年 11 月）は，「原料パルプの過半を自
8　注 7と同じ。
9　文吉は 1915 年に入社時から担っていた長岡工場長と営業部長を兼務し続けた。
10　北越製紙株式会社『第五拾六回営業報告書』1935 年 1 月，2頁。
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製してをるので，原価の騰貴はその割少ない。其他，新潟工場及び長岡工場の電力自給に依つ
て経費の節減を計りうる見込がある。更に，特記すべき過般来新設工事中であつた市川工場の
アート紙の塗被機一台（月産二十万封度）が愈々完成し，近く運転開始の運びとなつたことで
ある。アート紙は為替関係で近時輸入が激減してをるから，其前途は相当有望視されよう」（184
頁）と評した。
　同書の昭和十年版（1934 年 11 月発行）でも「原料パルプを自給せること，新聞用紙を製造
してをること等は，他の中小会社と稍々赴きを異にした処で，この点では小さい乍も王子製紙
の向こうを張つている観がある」，「パルプ設備の改良により完全の自給の目的を達し更に幾分
の余裕を見る迄になつた」，「火力発電所が完成し，この結果燃料及動力費が多額に節約される
に至つた」，「市川工場のアート紙が成功しつゝある」，「殊に当社は内容的にも極めて聢りして
をるから前途に何等の不安を感じない」（270 頁）と高い評価を与えている。その一方で，「斯
様に業績内容とも頗るよい会社が惜いことには株に市場性がない。九年上期末の株主数は
七百七十二名の多きに上るが，その多くは新潟方面の株主に限られ，従つて中央の市場では余
り取引される機会がない」（同頁）と指摘しているのは，当時における株式市場における位置
づけを示すもので興味深い。
　また，『銀行会社年鑑』（ダイヤモンド社，1934 年 6 月）は「地方的小製紙会社として，資
産内容の比較的充実してゐることゝ，商売上手のことゝが，当社の特徴」（601 頁）と評して
いる。
　この時期に至って，北越製紙が寡占化が進む製紙業界のなかで独自のポジションを確立し，
全国レベルで一定の評価を受ける企業となっていたのには注目すべきである。
Ⅲ．垂直的統合戦略の強化
　この時期における北越製紙の事業展開の特徴として，木材および用水や石炭の調達の拡大（川
上統合）と販売体制の拡充（川下統合）に力を注いだことが指摘できる。上述の機械・設備の
新増設および多品種化や新素材の開発とともに，垂直的統合戦略の強化を図ったのである。
（ⅰ）新潟工業用水組合への参画
　新潟港（現在の新潟西港）に隣接する山の下・沼垂地区に立地している主要工場・企業と新
潟市および新潟県とが連携して，工業用水の安定確保・供給を目的に，1933 年 12 月に民法
667 条の組合に関する規定（組合契約）に準拠する任意法人として新潟工業用水組合を創設し，
組合長に新潟市長職務管掌の稲葉清之助が就いた（翌 34 年 1 月から新潟市長の小柳牧衛）。日
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本初の工業用水道である。
　参加事業者は，北越製紙および新潟人絹工業・日本石油・新潟電力・新潟鉄工所・新潟臨港・
中野組・新潟板紙・名古屋紡績・日東硫曹・新津製油所・山岸商会であった 11。
　北越製紙は出資金総額 27 万 4,000 円のうち 24 万円を投じ，組合長に次ぐ常務理事に選出さ
れた。いかなる種類の紙を生産するにしても大量の水が必要であり（現在も同様），地域の工
業振興も視野に入れつつ，間接的ではあるが投資をおこなったのである。
　事業計画は信濃川下流右岸の中蒲原郡鳥屋野村大字上所島堤外地（現・新潟市中央区上所 1
丁目）から取水し濾過を施してパイプラインで供給するものであった。35 年 10 月に完工し，
通水を開始した。
　北越製紙の『第五拾八回営業報告書』（1935 年 12 月期）には，「清冽無比ナル用水ヲ豊富ニ
供給ナシ得タルハ之ニ依ツテ紙質ヲ改良シ間接直接ノ利益ヲ得タルトコロ鮮少ナラス」（4頁）
と記されている。
（ⅱ）小田洲炭鉱の設立
　1936 年 7 月 17 日の第 59 回定時株主総会で定款を改正し，第 2 条（事業目的）に 2 項とし
て「木材売買，殖林，鉱業，電気業，運輸業並ニ右営業ニ付随ノ行為及ヒ之ニ関連シタル財産
ノ取得又ハ出資行為」を付加した 12。関連事業の強化を明確にしたのである。
　36 年 10 月 10 日に，主たる動力源である石炭の自給を目的として，小田洲炭鉱を資本金 50
万円で設立した 13。
　田村文吉と親しい関係を有し，長らく原料の木材調達を担っていた八木橋末太郎が樺太で調
査をおこない，恵須取郡珍内町大字小田洲（南樺太中央部西海岸の小田洲川左岸）にあった炭
鉱に着目し，採掘権者の松野庄作から取得した。代表取締役に田村，常務取締役に八木橋，監
査役に星野量平（北越製紙経理部長・詳細は後述）が就いた。
　採掘は鉱長となった長万治，海上輸送は南樺太炭坑専務取締役などを務めていた池田勝が嘱
託として担った。可採炭量は 150 万トン，年産 15 万トンを目標として掲げた。
　なお，同年には北越製紙本社に鉱業部が新設され，小田洲炭坑と後述する樺太駐勤所を配し
た。
　小田洲炭坑の炭質は切込炭として平均 5,600 カロリーを有して良好であり，採炭量は 37 年
11　下田正平企画・編集『新潟工業用水組合小史』新潟工業用水組合，1988 年。
12　北越製紙株式会社『第六拾回営業報告書』1937 年 1 月，1～ 2頁。
13　同『役員会決議録　第六號　自昭和十一年一月至昭和十四年八月』北越製紙長岡工場文書，長岡市立中央
図書館文書資料室所蔵。
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に 4 万トン，39 年に 6万 3,000 トンと拡大していった。そのうちの 90％を北越製紙が使用し，
10％は外販された。
　1939 年 2 月には 100 万円を増資し，火力発電所を新設するともに，斜坑巻上機やポンプ，
コンプレッサーなどの増設を進めていった。
　同年 12 月 26 日の北越製紙の第 66 回定時株主総会で定款改正が可決された。第 2条 2 項を
分割し，3項として「本条壱号，弐号，記載ノ営業ニ付随ノ行為及之ニ関係シタル財産ノ取得
又ハ出資行為」が付加された 14。
　1940 年 12 月 27 日の第 68 回定時株主総会で定款第 2 条 2 項の改正が可決された。「木材及
石炭ノ売買，殖林，鉱業，電気業，運輸業」となり 15，石炭業の重要度が高まったのである。
　1941 年時点では年産 15 万トンとあり 16，代表取締役が田村文吉，取締役が八木橋と池田お
よび北越製紙から中村恒・小林宗作・田村文之助（豊太郎の長男），監査役が星野量平および
山口健造・覚張義平・高清水清四郎（北越製紙樺太出張所長）であった 17。
（ⅲ）林業部の設置と国内外からの調達
　1937（昭和 12）年 8 月に，原料である木材（原木）の安定調達のために本社に林業部を新
設した 18。参与（現在の執行役員に相当）兼林業部長として中蒲原郡三条町（現・三条市）の
有力な材木商であった鈴木七資を招聘した。
　この当時，木材は北海道からの移入をはじめ樺太（1930 年に沃内地区に駐勤所を設置）・沿
海州およびアメリカなどから輸入していたが，製紙業界の活況や各地での森林資源保護・伐採
制限策により調達が難しくなったため，本州各地からの調達および自社林（社有林）の開発に
ふみきったのである。
　同年 6月には木材の購入・受け入れ・立木管理を担う盛岡駐勤所を設置していたが（所長・
原田民治：秋田高等農林学校卒・32 年入社），翌年以降に米子（38 年 12 月 10 日開設）・仙台・
長野・米沢・京都駐勤所（後に出張所と改称）および新潟出張所（38 年 2 月 1 日開設：木材
の受け渡し・貯蔵管理）を開設した。他方，37 年から岩手（外川）・秋田・新潟・石川・岐阜
県および島根県内（県分収造林）で山林を取得し，アカマツの造林を手がけた。
　山陰地方をはじめとして広域にわたった国内社有林からの木材の海上輸送を目的に 1940（昭
14　北越製紙株式会社『第六拾七回営業報告書』1940 年 6 月，1～ 2頁。
15　同『第六拾九回営業報告書』1941 年 6 月，1～ 2頁。
16　稲垣正明『日本紙業大鑑』紙業日日新聞社，1941 年，471 頁。
17　上野薫『第四十九回　日本全国銀行会社録』商業興信所，1941 年，下編 276 頁。
18　前掲『役員会決議録　第六號』。
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和 15）年 5月 10 日に北越海運を資本金 18 万円で設立し，専務取締役に池田勝が就任した。
　同社の発起人は，北越製紙の田村文治・高橋芳三・矢島専介と新潟港で海運業者を営む池田
および池康太郎（新潟商業学校卒業，新潟海陸運送社長・新潟臨港開発専務取締役・新潟商工
会議所常議員を歴任）・白根由太郎（新潟海陸運常務取締役などを歴任）で 19，両者の連携・
協業による起業であった。
　従来から所有していた加福丸（機帆船・200 トン）に加えて新たに新興丸（200 トン）を就
航させた。翌 41 年には鈴木が社長に就き，林業部と一体的に運営された。
　池田は新潟海陸運送・新潟臨港開発監査役や栄合名会社代表社員などを務めるとともに，
1942 年 3 月に新設された北越製紙赤谷鉱業所（北蒲原郡赤谷村の炭坑）所長を 43 年 10 月ま
で務め，その後は本社鉱業部嘱託となっている。
（ⅳ）販売体制の整備
　1937 年 12 月には，北越製紙の主要販売代理店である合資会社丸大洋紙店が資本金 20 万円
をもって株式会社化されるにあたり，星野量平が監査役に就いた 20。
　丸大洋紙店は，1916 年以来北越製紙新潟工場で生産された洋紙を販売していた大森洋紙店
が 22 年 9 月に経営破綻したのを受けて，田村文吉および同店の幹部であった高田丑之助や佐々
木佐助などが尽力し，同月末に出資金 2万 5,500 円をもって新設された。
　設立時に，田村は「皆が草履ばきで車を引いた昔の気分でやりましょう，あくまでも剛健質
実の北越の社風にならってもらいたい」21 と訓辞している。
　店舗は大阪市東区南久太郎町 1丁目に設置し，北越製紙製品の委託販売を開始した。田村は
毎月大阪に赴いて経営を指導した。同店の創設とともに，店内に北越製紙大阪出張所を開設し，
覚張彦一が駐在した 22。
19　田村文治は豊太郎の次男で慶応義塾大学法科を卒業し 1930 年に入社して 35 年 8 月に新潟工場次長，40 年
1 月に経理部長を兼任，45 年 1 月に新潟工場長，53 年 1 月に新潟支社長，55 年 12 月に新潟鉱業所長兼任を
経て，55 年 12 月から 57 年 12 月まで取締役，63 年 12 月まで監査役，高橋芳三は東京商科大学卒業後の
1929 年に入社して 36 年 2 月に新潟工場経理部長，40 年 1 月に本社営業部購買課長兼重役付秘書，43 年 5 月
に鉱業部次長を兼任，45 年 9 月に総務部次長，11 月に資材部次長，46 年 8 月に新潟工場長を経て，53 年 12
月から 63 年 12 月まで常務取締役，71 年 12 月まで専務取締役，この間に本社管理部長（58 年 12 月から 60
年 4 月）や新潟工場長（62 年 4 月から 65 年 3 月）を兼務し，矢島専介は長岡中学校および長岡高等工業学
校を卒業し 1928 年に入社して林業部業務課長や同企画課長兼重役付秘書などを歴任した。
20　丸大紙業株式会社編集室編『回顧五十年』丸大紙業株式会社，1972 年。
21　田村文吉「思いいづるまゝ（23）」『北越ニュース』第 23 号，1957 年 2 月 15 日，北越コーポレーション株
式会社所蔵。
22　覚張彦一は治平の四男で，早稲田大学予科を中退して 1920 年に入社し，1940 年 1 月から 50 年 12 月まで
市川工場長，続いて 57 年 12 月まで監査役を務めた。
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　1933 年 12 月に出資金を 11 万円に増資するにあたり，法人としての北越製紙とともに星野
が個人として出資しており，注目に値する。
　1939（昭和 14）年 11 月 1 日に，北越製紙加工販売が資本金 5万円で設立され，星野が代表
取締役に就任した 23。同社は，35年に長岡工場で製造を開始したヴァルカナイズド・ファイバー
を素材として加工された紡績用ケンスやトランクなどの販売促進と材料の仕入・調達が目的で
あった。ファイバーの加工は，田村文吉が地域におけるニュービジネスの創始を目指して，北
越製紙長岡工場に勤めていた山崎晃をはじめ大野栄吉や島岡修三および見附ファイバー加工組
合，後には吉沢平次や安達政次郎などに託したが 24，彼らの事業発展を下支えするところとなっ
た。
　翌 40 年 4 月には北越紙業と改称し，資本金を 18 万円に増資した 25。取扱品目に洋紙・板紙
およびテックス（建築材料）を加え，販売地域を東北 6県・北海道・甲信および北関東へ広げ
た（現在の北越紙販売のルーツ）。
　丸大洋紙店が北越製紙大阪出張所とともに主に西日本，北越紙業が同東京出張所とともに主
として東日本に販路の拡充を図った。こうして，丸大洋紙店が事実上北越製紙の販売会社とし
て機能し，北越紙業の存在とともに，販売の系列化，つまり川下統合の強化が実現されたので
ある。
Ⅳ．北越パルプの設立と展開
　1930 年代半ばにおいて，北越製紙さらには田村文吉が新規事業として大きく着目したのが
人造絹糸（人絹：レーヨン）メーカーへの原料であるパルプ（人絹用パルプ：RP）への供給
である。
　人造絹糸は，1900 年代半ば以降に西田嘉兵衛（東京の糸商）および藤井彦四郎（京都の糸商）
により日本へ輸入されたのが端緒とされる 26。
　1910 年代に入ると鈴木商店が国産化を強く志向し，その試造に成功した久村清太および秦
逸三に資金援助をおこない，1915 年に東工業分工場米沢人造絹糸製造所を立ち上げさせた。
18 年には帝国人造絹糸として独立・株式会社化した（現在の帝人のルーツ）。
23　北越製紙株式会社『役員会決議録　第七號』北越製紙長岡工場文書，長岡市立中央図書館文書資料室所蔵。
24　ヴァルカナイズド・ファイバーへの進出に関しては，拙稿「西蔵王『山崎家文書』にみる山崎晃・正の足
跡と活動（Ⅰ）」長岡郷土史研究会『長岡郷土史』第 45 号，2008 年 5 月で考察を加えている。
25　前掲『役員会決議録　第七號』。
26　戦前日本のレーヨン産業については，山崎広明『日本化繊産業発達史論』東京大学出版会，1975 年が詳細
に分析している。同書では，レーヨンパルプについても言及されている（273 ～ 277 頁）。
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　第一次世界大戦期の好況により多数の企業が創設されたものの，1920 年以降の慢性不況下
で淘汰され，帝国人造絹糸および旭絹織（現在の旭化成のルーツ）・三重人造絹糸・東京人造
絹糸が存続するにとどまった。
　1930 年代に入ると人造絹糸ないしステープル・ファイバー（スフ）は低廉な価格と大衆性
で次第に絹糸・絹織物を代替していき，円安・ドル高の進行も相まって，重要な輸出製品となっ
ていった。これを受けて，新規創業や上記各社による新増設が相次いでいった。
　その原料となるパルプは主として針葉樹に求めていた。人造絹糸の需要が高まるとともにパ
ルプも脚光を浴びた。針葉樹を原料とするパルプ（亜硫酸パルプ：SP）は洋紙の主原料でも
あり，その生成は製紙メーカーが得意とするところであった。
　業界トップの王子製紙をはじめメーカー各社は設備を新増設するとともに，王子製紙は日本
人絹パルプ（1932 年設立）・北鮮製紙化学工業（1935 年）・日満パルプ工業（1936 年）・山陽
パルプ工業（1937 年），富士製紙および樺太工業を率いていた大川平三郎・鉄雄は台湾興業（1935
年）・東満州人絹パルプ（1936 年）といった新会社を立ち上げた 27。
　こうした状況のなかで，田村文吉は，人絹パルプ事業を新規かつ成算が見込めるビジネスチャ
ンスと強く認識していた。
　一方で，1933 年の王子製紙の成立と事業の拡大および統制力の強化によって，これまで以
上のパルプの調達が難しくなるリスクに直面しており，これの克服策の策定が急がれたとの側
面も指摘しておく必要がある。
　こうして，1936 年以降，取締役新潟工場長の小林宗作および新潟工場技師の内山誠一がパ
ルプ工場の設計に着手した。
　小林は，1885（明治 18）年 10 月 25 日に新潟県北魚沼郡川口村（現・長岡市川口地域）で
生まれ，1907 年 4 月の北越製紙の設立直後に入社した学卒（東京高等工業学校機械科）社員
の第 1号であり，新潟工場の運営および全社の技術や生産の実務を統括した 28。この当時，「当
社首脳部中の智将として欠くべからざる人材」，「北越製紙に過ぎたるは小林である」29 と評さ
れた。
27　この間のパルプ業界や需給動向および関係各社については，成田努（東洋パルプ専務取締役）『パルプ』（ダ
イヤモンド産業全書 8，ダイヤモンド社，1938 年）が詳しい。
28　小林の足跡については，拙稿「北越製紙と小林宗作」長岡大学地域連携研究センター『地域連携研究』第
3号，2016 年 11 月で考察している。
　　なお，小林は 1941 年から 43 年に新潟商工会議所議員，終戦直後に同所の設立発起人および参与（1946 ～
49 年）を務めるなど，新潟市の産業界の再興に寄与した（小林力三編『新潟商工会議所六十年史』新潟商工
会議所，1958 年）。
29　中村牟都雄編纂『興隆日本の財界人　下』中央経済情報社，1941 年，181 頁。
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　小林は 1940 年 7 月に常務取締役，50 年 6 月に専務取締役，54 年 12 月には副社長に昇格し，
田村文吉（40 年 5 月に社長に就任）および田村文之助（50 年 7 月に文吉の後任として社長に
就任）のもとで，後述する中村恒とともにいわば COOの役割を担った。「北越製紙今日ある
恩人の一人といわれる至宝的存在」30 と評されている。
　内山は，1927 年に東北帝国大学工学部化学工業科を卒業後に入社し，新潟工場亜硫酸紙料
係技手，原料係長心得を経て，この当時は原料部長兼砕木紙料係長を務めるなど，気鋭の技術
者であった 31。
　内山は実務の傍らパルプ製造技術の改良に関する研究をおこない，1935 年には同じく技師
の岡田靏王との共著で「赤松の亜硫酸蒸解に関する研究」を『繊維素工業』第 11 巻第 10 号に
掲載された 32。
　この成果をふまえて，内山を中心として，新潟工場で 1936 年 2 月からアカマツを原料とし
た蒸解試験を始め，紆余曲折がありながらも，翌 37 年 5 月にはアカマツを原料とするパルプ
製造を本格的に開始した。これが，新潟工場の生産性および品質向上に寄与したことはもとよ
り，後述する北越パルプの基盤技術となったのである。
　1936 年 10 月 20 日には取締役市川工場長の中村恒および内山が北欧諸国とドイツに派遣さ
れ，人絹パルプおよび機械メーカー・工場を調査した（同年 12 月 28 日帰国）33。
　中村は 1907 年に京都帝国大学理工科大学（現・工学部）を卒業後に印刷局抄紙部技師とな
り十条工場の建設や葉書用紙の生産および樺太における亜硫酸パルプの製造に従事し，抄紙課
長を務めた。その後乾製紙合資会社（大阪府吹田町）を経て，15 年に小池国三により設立さ
れた日本化学紙料の技師長に就任して知取工場（南樺太東岸）の建設などに携わり，23 年の
関東大震災後の復興に際しては新たな建築材料としてテックスを推奨した。
　1925 年に顧問として北越製紙に入社し，新潟工場での亜硫酸パルプ製造設備の新設を主導
30　さかいせいぎ（坂井正義）『新潟人物読本』記念事業会，1953 年，135 頁。
31　内山は後述のように 1940 年 1 月に北越パルプ工場長（第 2代）となり，44 年 3 月の北越製紙との合併後
も続投した（新潟技術動員部参与も兼任）。その後，50 年 12 月に取締役，51 年 1 月に市川工場長，54 年 12
月に常務取締役，技術部長および研究所長を兼務，63 年 12 月に専務取締役，65 年 3 月に新潟工場長兼務を
経て，1968 年 6 月に桜井督三の後任として第 8代社長に就任し，72 年 12 月まで務めた。
32　岡田は 1933 年に京都帝国大学理学部化学科を卒業後に入社し（市川工場へ配属），45 年 1 月に新潟工場原
料部長兼新潟技術動員部次長，46 年 9 月に同工場工務部長，54 年 3 月に同工場長，57 年 12 月に取締役，同
年に新潟支社長兼務，62 年 4 月に技術部長を兼務，63 年 12 月から 70 年 12 月まで常務取締役を務めた。常
務時代には社長室長（63 年 12 月から 66 年 3 月），市川工場長（66 年 5 月から 68 年 2 月），社長室長（68 年
2 月から 69 年 9 月），勤労部長（69 年 9 月から 70 年 12 月）を兼務し，桜井督三および内山誠一を支えた。
なお，1942 年に理学博士号を受けている。
33　前掲『第六拾回営業報告書』3頁。
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した。28 年 4 月に市川工場長に就いて自家用火力発電設備の新設や加工紙（アート紙）の生
産を手がけた。34 年 1 月には取締役に選任され，新技術の開発も担って，小林とともに田村
文吉による経営を支えた 34。
　両名の調査結果に基づいて具体的な事業計画の策定に着手された。
　工場用地の選定に際しては，新潟工場内を当初は想定していたものの手狭であったため，隣
接する中蒲原郡石山村大字鴉又地内の 8万坪を買収することとした。同地は 60 ～ 70 人の地主
が所有しており，交渉は難航が続いたが，同村長の小沢栄一が地域開発を志向して支援を強化
したことが奏功し，1坪あたり 2～ 8円（平均 5円）で予定地を取得できた。
　この間，パルプ工場の設立趣意書が作成されている。以下に引用しておきたい 35。なお，史
料のタイトルは「設立主意書」となっている。
　　本邦繊維素工業最近ノ発展ハ目覚シク，到底将来ノ予測ヲ許サズ
　　特ニ人造絹糸工業ニ至リテハ，企業熱数年来熾烈ヲ極メ，新会社ノ計画サルルモノ毎年十
指ニ余リ，既設会社ハ何レモ大拡張ヲ行ヒツツアリ，之等ノ新設拡張ガ予定通リ進行完成ス
レバ，本昭和十一年度ニ於ケル生産額ハ蓋シ二〇〇，〇〇〇瓲ヲ突破スルナラン
　　然ルニ人絹一瓲ニツキパルプ一三五瓲ヲ要スル故ニ右生産額ニ要スル人絹パルプ使用高ハ
二七〇，〇〇〇瓲ニ上リ，本邦人絹パルプ現生産高五〇，〇〇〇瓲ニ比スレバ実ニ五倍余ニ当
ル
　　最近満州人絹パルプ各社設立認可ノ令降リ近ク操業開始シ年五〇，〇〇〇瓲ノパルプヲ市
場ニ供給スルト雖モ尚ホ二七〇，〇〇〇瓲ニヘダタルコト遠シ
　　吾人ハ此ノ見地ヨリ広ク資金ヲ募リ新潟ノ地ニ資本金五〇〇万円，年生産額二〇，〇〇〇
瓲ノ北越人絹パルプ株式会社ヲ設立シ，以テ国家百年ノ大計タル国内産業自給自足ノ一端ニ
沿ヒ，併セテ地方繁栄ノ一助タラントス
　人絹パルプの国内自給の増大はもとより，新潟市に新たな工場を建設することで地域振興に
34　中村の足跡については，成田潔英編纂『昭和十二年版　日本紙業総覧』王子製紙株式会社，1937 年，680，
689，690 頁に記述がある。
　　中村は 1940 年 7 月常務取締役，50 年 7 月には副社長となった。53 年 12 月に退任後は相談役となり 60 年
6 月まで務めた。他方，1913 年以降，製紙・パルプに関する研究論文や文献を著し，44 年 1 月から 45 年 4
月まで繊維学会副会長を務めた。さらに 1947 年 2 月にはパルプ及紙技術協会の創設にあたり初代会長に就任
し，関係技術者の組織化を推進した（現・紙パルプ技術協会）。1949 年 2 月には製紙業界における栄誉であ
るマードック賞（第 2回）を受賞した。
35　「パルプ工場設立趣意書」（作成日時不明）北越製紙長岡工場文書，長岡市立中央図書館文書資料室所蔵。
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寄与することも十分に意識していたことは注目に値する。
　ここで課題となっていたのは，人絹パルプ事業を直営とするか子会社化するかの選択である。
新事業であるがゆえリスクを伴うこと，政府が人絹パルプの製造を目的とする新設会社に対し
て所得税を 3 年間免除する助成策があることなどをふまえて 36，36 年 12 月 14 日に東京出張
所（日本橋区本町 1丁目）で開催された北越製紙の取締役会で，別会社として北越パルプを資
本金 600 万円で設立し，50 ～ 60％程度を北越製紙が出資することが議決された 37。その後，
検討を重ねた結果，北越製紙が 350 万円（7万株），75 万円（1万 5,000 株）を創立発起人に割
り当て，175 万円（3万 5,000 株）は北越製紙および創立発起人の縁故者，北越製紙の株主お
よび従業員から募集することとした 38。
　1937（昭和 12）年 1月 17 日の北越製紙の第 60 回定時株主総会で，北越パルプを「姉妹会社」
として設立すること，同社株式の過半数を保有するために北越製紙の資本金を 600 万円から
1,200 万円へ倍額増資することが決議されている 39。
　37 年 2 月 27 日に北越製紙本社（長岡市蔵王）で創立発起人会を開催して定款案などを作成
した。4月 8日には第 1回の株式払込（1/4 にあたる 150 万円）を完了できた。
　ところで，新会社の建設予算および収支予算については，管見の限り社内史料のなかには確
認できなかった。他方，この当時に新潟市で発行され，その内容の充実から経済関係者や投資
家などに評価されていた商工報知新聞が 1937 年 10 月に刊行した臨時増刊号である『新潟財界
年報　昭和十二年版』（金子正二編輯，商工興信社発行）にそれぞれの概要が掲載されている（70
頁）。信用できるものと考えられるので，以下に引用しておきたい。
　【建設予算】
　　用地買収および整地費 300,000 円
　　建物および営造物 374,000 円
　　機械類一式および据付費 2,028,000 円
　　用水権利費 170,000 円
36　後の資料には，北越製紙本体の事業とする場合，免税に関して「税務ノ取扱或ハ会計ノ手続上極メテ複雑
ニナルヲ憂慮」していたこと，製造に関して「技術上経営上当時未ダ相当ノ危険」との認識をもっていたこ
とが指摘されており，ともに留意する必要がある（北越製紙株式会社「会社合併認可申請書」1944 年 1 月『北
越パルプ合併関係書類』所収，北越製紙長岡工場文書，長岡市立中央図書館文書資料室所蔵）。
37　前掲『役員会決議録　第六號』。
38　北越パルプ株式会社「創立ニ関スル事項報告書」（作成日時不明）北越製紙長岡工場文書，長岡市立中央図
書館文書資料室所蔵。
39　北越製紙株式会社『第六拾壱回営業報告書』1937 年 7 月，1～ 2頁。
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　　創立費 5,000 円
　　工事設計監督費 23,000 円
　　試運転および予備費 100,000 円
　　建設費合計 3,000,000 円
　　流動資産 1,000,000 円
　　総計 4,000,000 円
　【収支予算】
　＜収入の部＞
　　パルプ売上代金　　　　　 4,400,000 円（4,400 封度＝ポンド：1封度あたり 10 銭）
　＜支出の部＞
　　原木薬品代 2,307,000 円
　　燃料および動力費 445,000 円
　　製造諸費 356,000 円
　　荷造運賃 198,000 円
　　利子および割引費 120,000 円
　　合計 3,426,000 円
　　差引利益金 974,000 円
　　減価償却費 300,000 円
　　純益金 674,000 円
　建設費に対する利益率は 16.9％，資本金（600 万円）に対する利益率は 11.2％と算出できる。
田村文吉は事業計画および予算計画の策定にあたっては厳密さを極めて重視したとされ 40，こ
れをふまえると，『新潟財界年報　昭和十二年版』による「一割や一割二分の配当は余裕裡に
行はれることになる。事業の特性は（中略）国策的色彩を帯びてゐることである，その将来性
は喋々する迄もない」との評価は妥当なものといえる。
　1937 年 5 月 1 日に，北越パルプ株式会社の創立総会が長岡商工会議所（長岡市坂之上町 1
丁目）で開催された。
　定款案の議決と人絹工業の発展に伴うパルプの需要増加に着目して北越製紙の傍系会社とし
て起業するとの事業計画の承認がなされた。このうち，定款第 2条の事業目的には，「パルプ
類及紙類ノ製造加工並販売」（1項）と「木材売買，殖林，鉱業，電気業，運輸業並ニ右営業
40　前掲「経験談集録」。
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ニ付随ノ行為及ヒ之ニ関係シタル財産ノ取得又ハ出資行為」（2項）が掲げられた。
　また，取締役および監査役が選任され，社長はおかず，代表権を有する専務取締役に田村文
吉が就いた。他の役員は次のとおりである 41。
　常務取締役：中村恒
　常務取締役兼工場長：小林宗作
　常勤取締役：覚張義平・田村文之助（ともに北越製紙常勤取締役）
　非常勤取締役：山口政治・大橋武雄・小川清一郎（それぞれ北越製紙非常勤取締役）
　　　　　　　　山口誠太郎（北越製紙非常勤監査役）
　　　　　　　　白勢量作（新潟電力・新潟電鉄社長・第四銀行取締役・新潟商工会議所会頭）
　常勤監査役：星野量平
　非常勤監査役：山本留次・山口健造（ともに北越製紙非常勤監査役）
　　　　　　　　鷲尾徳之助（六十九銀行頭取・長岡商工会議所会頭）
　　　　　　　　田村貫一
　相談役：大橋新太郎（北越製紙相談役）
　概ね北越製紙の役員が兼任する陣営となった。一方で，新潟と長岡の産業界・金融界のリー
ダーである白勢と鷲尾が名を連ねたのはトップマネジメントに重みを増したといえる。
　星野量平は，1884（明治 17）年 2月 6 日に古志郡長岡町で生まれ，1908（明治 41）年に明
治大学商学部を卒業後に入社した学卒社員の第 2号であり，主に経理・総務部門を担った。別
記するが，小田洲炭鉱や丸大洋紙店などの子会社・関係会社の役員も兼ね，「稠密細心の事務
家肌の人で，経理部門の総帥には打つてつけの逸材」42 と評された。
　田村貫一は，1897（明治 30）年 10 月に田村文四郎の義兄にあたる文次郎の長男として生まれ，
新潟県立新潟商業学校（現・新潟商業高等学校）を卒業後に家業である紙卸売業およびキリン
ビールの販売代理店業に従事していた。
　ミドルマネジメントを統括する工務課長に内山，事務課長に斉藤正男，機械係長に橋倉清美
がそれぞれ 37 年 7 月 1 日に就いた。
　斉藤は京都帝国大学法学部卒業翌年の 1931 年，橋倉は東京帝国大学工学部機械科を 29 年に
卒業したのち内閣印刷局を経て 34 年 6 月に入社している 43。橋倉は技師・機械部工作係長を
41　「株式会社設立登記申請」1937 年 5 月，北越製紙長岡工場文書，長岡市立中央図書館文書資料室所蔵，北
越パルプ株式会社『第壱回営業報告書』1937 年 12 月，1～ 4頁。
42　松下伝吉『人的事業体系・化学工業篇（上）』中外産業調査会，1941 年，415 頁。星野の足跡については，
拙稿「北越製紙と星野量平」長岡大学地域連携研究センター『地域連携研究』第 5号，2018 年 11 月を参照
されたい。
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務めていた。
　別の資料では，パルプ係主任として覚張泰三の名前がみられる 44。
　会社設立時の主要株主については明らかにならないが，1938（昭和 13）年 11 月 30 日現在
での「株主名簿」が存在している。株主総数は 759 名であった。500 株以上の株主は以下のと
おりである。
　70,000 株：北越製紙株式会社
　 2,000 株：坂本正治
　 1,500 株：覚張義平・田村文吉・田村文之助・山口誠太郎・白勢量作
　 1,185 株：反町十郎
　 1,000 株：岩崎隆弥・株式会社大橋本店・小川清一郎・鷲尾徳之助・田巻堅太郎
　　　　　中村恒・山本留次・山口健造
　　520 株：鷲尾英一
　　500 株：株式会社六十九銀行・博進社・大橋武雄・田村貫一・株式合資会社中野組
　　　　　山口政治・小林宗作・笹村吉郎
　大橋本店（社長・大橋新太郎）は大橋家の持株会社，博進社の社長は山本留次，反町十郎は
長岡の証券業者（丸福株式店），笹村吉郎は新潟鉄工所社長，田巻堅太郎は第四銀行・新潟貯
蓄銀行取締役，中野組は新潟の中野四郎太や中野欽治などの持株会社，鷲尾英一は徳之助の長
男であり 45，北越製紙と関係を有する企業ないし個人が名を連ねている。
　「株主名簿」を立ちいって確認すると，北越製紙の株主が多く見受けられる。また，同社の部・
課長クラスの多くが株主に名を連ねている。資産形成のために株式取得が推奨されたものとみ
43　斉藤は 1943 年 10 月に赤谷鉱業所長，同年大横山鉱業所長を兼任（山形県北村山郡大横山村の炭坑），47
年 10 月に長岡工場長，50 年 2 月に本社総務部長を兼任，5 月に総務部長兼勤労部長，50 年 12 月から 63 年
12 月まで取締役，この間 57 年 1 月から総務部長を兼務，取締役退任後は 68 年 12 月まで監査役を務めた。
　　橋倉は 1943 年 11 月に工務課長となり，同年には製紙企業化調査団の一員として現在のミャンマーに派遣
されている。45 年 1 月時点ではパルプ工場工務課長であった。48 年 1 月にパルプ工場工務部長兼工務課長，
翌 49 年 3 月には市川工場工務部長となった。
44　金子正二編輯『新潟財界年報　昭和十三年版』商工興信社，1938 年，13 頁。
　　覚張泰三は，1910 年 7 月 15 日に三島郡脇野町村（現・長岡市三島地域）で安達源右衛門の三男として生
まれた。安達家は地主や酒造業を営むとともに三島農商銀行（1895 年設立，1920 年に脇野町銀行と改称）の
経営に携わった地域の有力者であった。なお同行は 1927 年に六十九銀行へ合併している（北越銀行行史編纂
室編『創業百年史』株式会社北越銀行，1980 年，369 ～ 373 頁）。1935 年に東京商科大学を卒業して北越製
紙に入社した。後に覚張義平の女婿となった。資金課長や会計課長を経て，1954 年 3 月に財務部次長，60 年
5 月に資材部長，63 年 12 月から取締役財務部長を歴任し，70 年 12 月から翌 71 年 10 月に死去するまで監査
役を務めた。
45　彼らの事績については，前掲『新潟商工会議所六十年史』や『創業百年史』などに拠った。
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られ，従業員の福利厚生策の一環であったと理解してよかろう。
　なお，坂本正治についての詳細は不明であるが，1939（昭和 14）年 11 月 30 日現在の「株
主名簿」では東山農事株式会社取締役会長と表記されている。新潟県内各地で土地を所有して
いた三菱財閥の関係とみられる。
　さて，工場の建設は，設計は久保田事務所に発注し，建屋は清水組（現・清水建設）に請け
負わせた 46。機械・設備については，タービンやボイラーは三菱重工業神戸造船所製造，製薬・
晒設備（木釜 2基など）はガリデウス商会（スウェーデン），熱風乾燥設備はハース社（ドイツ），
パルプマシンは南千住製作所製造のものを調達した。北越製紙のスタイルと同様に，一社に集
約した発注ではなく，内外を問わず有力かつ有用な機械を組み合わせる編成をとった。コスト
アップは想定した上で，より高い能力と「使い勝手」を重視したのである。
　工場敷地の埋立工事は，加賀田勘一郎が率いる加賀田組に請け負わせ，新潟臨港（現・リン
コーコーポレーション）の新潟臨港駅から側線を敷設して，排水路工事とともに進められた。
　37 年 11 月までに，第 1期建設工事として蒸煮室，ドレーナー室，晒室，ダイジェスター室
およびパルプマシン室が完工し，第 2期建設工事として原木工場，第一・二調木室，修繕工場
および製品倉庫，汚水処理施設がおおむね完成した。また，機械工事は原木工場，第一・二調
木室，製薬室の機械据え付けを終え，パルプドレナーや第一・二スクリーン，ボイラー（3基），
パルプマシンとタービンの据え付けがほぼ整った。
　用水の確保は，新潟工業用水組合が 21 万円をかけて拡張工事がおこない，同年 12 月に完成
した。北越パルプが 16 万円を出資している。
　この間，37 年 10 月 16 日に第 2回の株式払込（1/4 にあたる 150 万円）を完了し，払込済資
本金は 300 万円となった。
　1938（昭和 13）年に入ると，2月から製紙用パルプおよび人絹用パルプの試造に着手し，と
もに成功した。4月 15 日に全ての工事が終結した。
　同年 3月 16 日には第 3回の株式払込（1/4 にあたる 150 万円）を完了し，払込済資本金は
450 万円となった。
　なお，北越製紙が同年 3月に発行した『北越製紙株式会社案内』には，北越パルプについて，
その企業姿勢を「パルプ国策ニ順応非常時産業陣営ノ強化伸張ト地方繁栄トニ寄与セントスル」
と明示するとともに，工場用地については「平坦開濶青松ノ美連ナル海岸線ニ沿エテ（中略）
満鮮航路開拓ニヨリ飛躍的発展ヲナシツゝアルモダン新潟港ニ望ミ水陸両具共ニ至便」47 とそ
46　長岡市立中央図書館文書資料室所蔵の北越製紙長岡工場文書には，清水組からの見積書（1937 年 5 月，製
品倉庫その他工事費として 22 万 1,509 円 27 銭）が存在している。
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の利便性を強調している。
　1938 年 5 月 1 日に開業式を挙行し，田村文吉との縁での元陸軍大将・枢密顧問官で帝国在
郷軍人会会長の鈴木荘六（三条出身）や前法務大臣の小原直（長岡出身），前商工大臣・元京
都帝国大学教授の小川郷太郎などをはじめ 258 人が参列した 48。
　北越パルプの当初の生産計画は年産 2万トンを目標として掲げ，人絹用パルプを年産 1 万
6,800 ～ 1 万 8,000 トン，その他を製紙原料の亜硫酸パルプおよび副産物パルプとした。人絹
パルプは高畑誠一が率いる日商（現在の双日のルーツ）を介して各人絹メーカーに納入するこ
ととなった。一方，原料（原木）はカナダ材（ヘムロック材）を用いることとした。
　5月から本格稼働となったが，1ヶ月で人絹パルプを 1,283 トン，亜硫酸パルプを 1,971 トン，
副産物パルプを 85 トンの合計 3,339 トンを生産できた。
　これ以降の北越パルプの業績の推移は表 1のとおりである。
表１　北越パルプの業績の推移
決算期 人絹パ 亜硫酸パ 副産物パ 合計 収入金 支出金 純益金 配当率
1938.11 7,356 58 350 7,764 2,953 2,192 480 10
1939.5 8,222 334 379 8,935 3,455 2,591 513 6
1939.11 8,585 221 353 9,159 3,476 2,668 452 7
1940.5 9,273 0 485 9,758 3,679 3,276 287 8
1940.11 9,026 0 504 9,530 3,479 3,054 305 8
1941.5 9,468 0 651 10,119 3,676 3,422 254 8
1941.11 8,773 0 841 9,614 3,762 3,144 615 8
出典：北越製紙株式会社発行『北越製紙七十年史』1977 年，82 頁および北越パルプ株式会社『営業報告書』第
参～九回より筆者作成。
注１：人絹パルプ・亜硫酸パルプ・副産物パルプの生産量の単位はトン。
注２：収入金・支出金・当期純益金の単位は千円（未満切り捨て），配当率の単位は％。
　1938 年 5 月期の当期の収入金（「総益金」と計上）は 102 万 5,643 円 7 銭，支出金（「総損金」
と計上）および諸償却金（8万 5,975 円 34 銭）を引いた当期純益金は 15 万 8,640 円 51 銭となり，
5％の配当をおこない（1株につき 83 銭 1 厘・総額 9万 9,720 円），後期繰越金が 1万 8,656 円
60 銭となった 49。
　同期の業績に対しては「新設第二回決算としては上乗」，短期間での完工と製造成功には「北
47　北越コーポレーション株式会社所蔵。
48　北越パルプ株式会社『第弐回営業報告書』1938 年 6 月，4～ 5頁。
49　同上，9～ 10 頁。
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越製紙多年の経験を基礎として計画したのが最大の強味」，「工場建設，機械据付のスピードア
ツプにも当局者の努力が窺える」50 との評価が下されており，注目しておきたい。
　通期での本格的操業に入った 38 年 11 月期（6月 1日～ 11 月 30 日）には，人絹パルプが 7,356
トン，亜硫酸パルプが 58 トン，副産物パルプが 350 トンの合計 7,764 トンであった。当該期
の『第参回営業報告書』には，その状況が次のように説明されている（4頁）。
　　（前略）生産ノ拡充品質ノ改良ニ専念シ其原料購入ニ関シテハ慎重ナル計画ト，当局ノ理
解ノ下ニ順調ニ経過シ前期ヨリ引続キ優良人絹パルプヲ市場ニ供給シ幸ニ需要家各位ノ好評
ヲ博シ常ニ注文ニ追ハレツゝアル好調ニアルモ，斯業ノ国家的重要性ニ鑑ミ尚一層ノ改善努
力生産額ノ増加ニ邁進中ナリ
　当期の収入金は 295 万 3,015 円 36 銭，支出および諸償却金（15 万円）と諸税引当金（13 万円）
を引いた当期純益金は 48 万 832 円 18 銭となり，10％の配当をおこない（1 株につき 1 円 87
銭 5 厘，総額 22 万 5,000 円），繰越金を前期の 1 万 8,656 円 60 銭から 5 万 1,488 円 78 銭に積
み増した。
　同年 8月 4日に人絹パルプ業界の発展を目的としてパルプ懇話会が結成され，これに加入し
ている。
　1939 年 5 月期は，人絹パルプが 8,222 トン，亜硫酸パルプが 334 トン，副産物パルプが 379
トンの合計 8,935 トンであった。
　収入金が 345 万 5,015 円 36 銭，支出および諸償却金（20 万円）と諸税引当金（15 万円）を
引いた当期純益金が 51 万 3,373 円 14 銭であった。配当制限がかかったために 6％へ減配した
ものの，繰越金を 3万 7,373 円 14 銭積み増して 8万 8,861 円 92 銭とし，新たに配当準備積立
金を 10 万円計上するなど堅実そのものであった。
　当期の『第四回営業報告書』（1939 年 6 月発行）は，「上ハ当局理解鞭撻，下ハ親和努力ヲ
中心トセル従業員ノ誠意ニヨリ愈々順調ノ一路ヲ経過」と関係者との連携を述べる一方で，「未
ダ之ヲ以テ足レリトスルニ非ズ」，「更ニ品質ノ改善，能率ノ向上ヲ意図シ以テ国策ニ順応セン
コトヲ期スルモノナリ」（4頁）と使命感を強調しており，注目に値する。
　39 年 11 月期は，7月に人絹パルプ業界は商工省の統制下に入ることとなり，パルプ調整組
合が立ち上げられ，1封度（ポンド）あたり 16 銭 7 厘と公定された 51。8 月には乾燥機を増設
している。
50　前掲『新潟財界年報　昭和十三年版』，14 頁。
51　北越パルプ株式会社『第五回営業報告書』1939 年 12 月，4頁。
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　前年同期と比較すると，生産量は人絹パルプが 16.7％増，亜硫酸パルプが 3.8 倍，副産物パ
ルプが 0.9％増で，総量が 18.0％増であった。
　収入金は 17.5％増，当期純益金は 6％減であったが，配当は 1％増配して 7％となり，後期
繰越金は 1万 4,906 円 16 銭増加して 10 万 3,768 円 8 銭となった。
　こうした状況に対しては，「北越製紙多年の経験が活用されたことゝパルプが国策の波に乗
つて好調を持続してゐる」，「内容にかゝる進歩がもたらしたのは当局者の経営練達を物語る」，
「増産計画もあることゝ思はれるから前途楽し味多い会社」52 と評されている。
　1939 年 12 月 26 日に開催の第五回定時株主総会にて定款を改正し，第一条（事業目的）に
三項目が加えられた。項文は「本条一号，二号，記載ノ営業ニ付随ノ行為及之ニ関係シタル財
産ノ取得又ハ出資行為」であった 53。新たな事業規模ないし範囲の拡大を想定したものといえ
る。
　1940（昭和 15）年 1 月には，工場長に内山誠一が昇格し，新設された工場次長に斉藤正男
が就いた。
　1940 年 5 月期は，前年同期と比較すると，亜硫酸パルプは 0となったものの，人絹パルプ
は 12.8％増，副産物パルプは 28％増，総量では 9.2％増となった。
　収入金は 6.5％増となったものの，当期純益金は 44％減となった。
　大幅減益の要因は，公定価格の低さおよび原料不足による国内材（アカマツ）の導入であっ
た。後者については，創業当初からカナダ材を 100％使用していたものの，国際情勢の悪化の
ため必要量の確保が難しくなり，さらに運賃の高騰により価格が 1.7 から 1.8 倍に跳ね上がり，
為替差損もあいまったため 54，40 年前後から国内材を取り入れ始めた（同年 5 月期時点で
10％）。しかし，国内材は，カナダ材に比べて，節部と芯部との完全な蒸解が難しく，その大
部分が不純物として残存してしまうため製品品質の悪化につながり，また，樹脂分が多いため
に，それぞれで新たな加工・調製が必要となり，コストアップを余儀なくされたのである。
　当期の『第六回営業報告書』（1940 年 6 月発行）は，「今日ノ公定価格ヲ以テセバ到底採算
ニ至ラザル」，「適正価格ニ修正セラルコトアラバ格別然ラザレバ内地材ニヨル製紙パルプヘノ
転向モ已ムヲ得ザルニ至ルベキカ」（5頁）と，現状および将来の厳しさを指摘している。
　当期は，諸償却金を前期の 20 万円から 10 万円に減じ，配当準備積立金を未計上（前期 8万
円）とするなどして原資を確保し，1％増配の 8％配当とした。しかし，後期繰越金は 1万 3,431
円 75 銭を減じて 12 万 336 円 33 銭となった。
52　金子昌嗣編輯『新潟財界年報　昭和十四年版』商工興信社，1939 年，33 頁。
53　北越パルプ株式会社『第六回営業報告書』1940 年 6 月，1～ 2頁。
54　金子昌嗣編輯『新潟財界年報　昭和十五年版』商工興信社，1940 年，32 ～ 33 頁。
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　この間，40 年 4 月 17 日の北越製紙の臨時株主総会で，北越製紙が所有する北越パルプ株式
2 万株ないし 2 万 5,000 株を北越製紙株主や従業員および関係者へ譲渡することが可決され
た 55。詳細は残念ながら不明であるが，重要な利益還元といえる。
　1940 年 11 月期には，国内材の増大に対応すべく，10 月に 6万円を投じて調材室（調材工場）
を増設した。小型丸鋸機 1基を設け，細材の切断や除節の迅速化を図った。
　前年同期と比較すると，生産量は人絹パルプが5.1％増，副産物パルプが42.4％増，総量は4.1％
増となった。
　収入金はほぼ横ばいであった。当期純益金は 32.6％減となったものの，前期（40 年 5 月期）
を辛うじて上回った。
　同期の『第七回営業報告書』（1940 年 12 月発行）は，国内材の混用により品質が不安定化
したとしながらも，「鋭意設備ノ改善ト技術ノ向上トニ努力シタルニヨリ，品質ハ一段ト改良
セラレ能率亦増進シツツアリ」（4 頁）と事態が好転しつつあることを指摘している。他方，
カナダ材，国内材ともに価格高騰に歯止めがかからないため，「パルプ公定価ノ即急適正変更
ニ関シ其筋ニ引続キ陳情中」（4頁）であった。
　当期の配当は 8％を据え置き，後期繰越金は 1万 3,061 円 84 銭増加して 13 万 3,398 円 17 銭
となった。
　1941 年 5 月期は，国内材の使用比率が 30％に達した。国内材のうち針葉樹については，当
該期に農林省により公定価格と配給方針を決定され，ひとまず安定的な供給へと進んだ。
　懸案であったパルプの公定価格に関しても，1封度あたり 18 銭 8 厘と値上げがなされ，い
ちおうの決着をみた。同期の『第八回営業報告書』（1941 年 6 月発行）は以下のように述べ（4
頁），プラスの見通しを示している。
　　昨春来公定価ノ改定ニ付キ屢当局ニ陳情スルトコロアリシニ漸ク期末ニ至リ，当局諸般ノ
調査成リ五月廿四日ヲ以テ公定価ノ改正公布ヲ見ルニ至レリ，但右公定価ハ原材料ノ騰貴額
ニ対シ遠ク及ハサルモ約壱割方ノ値上ケトナリ来期以降内地材ヲ主材トスルコト及能率ノ増
進ニヨリ彼是相俟ツテ営業成績ヲ相応復活スルヲ得ルモノト信セラル
　前年同期と比較すると，生産量は人絹パルプが2.1％増，副産物パルプが34.2％増，総量が3.7％
増で初めて半期で 1万トンを超えた。
　収入金はほぼ横ばいであったものの，当期純益金は 11.5％減で再び 30 万円を下回った。「海
55　北越製紙株式会社『第六拾七回営業報告書』1940 年 6 月，2頁。
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運賃ノ暴騰ニ由ル輸入材価ノ昻騰ヲ首メ北洋材内地材亦著シキ昻騰」の一方で「製品パルプ値
段ハ依然据置」のため，「業績ハ著シク悪化スルノ已ムナキニ至」（3頁）ったのである。
　配当は 8％を維持したものの，諸償却金は計上できず，後期繰越金は 447 円 15 銭を積み増
したに過ぎず，厳しい決算となった。
　1941 年 11 月期は，取り巻く環境が大きく変わったが，その対応について，同期の『第九回
営業報告書』は次のように説明している（3頁）。
　　国際政局ノ緊迫ニ伴ヒ，英米ハ遂ニ七月末資産凍結令ヲ出シ，加奈陀政府亦之ニ倣ヘル為
メ，加奈陀材ノ輸入ハ八月中旬新潟入港船ヲ最後トシテ全ク杜絶スルニ至レリ，当社ハ予テ
此事アルベキヲ慮リ，内地材ヲ以テ之ニ代用シ，充分其品質ヲ維持スルノ方策ヲ樹テ，技術
的ニ充分ノ研究ヲ致シタルヲ以テ，何等ノ不都合ナク全作業ヲ継続セリ
　　蓋シ輸送ノ不円滑ニ伴ヒ，期末ニ至リ資材燃料等充分ナル供給ハ期シ難キ状態ニアルモ，
アラユル合理化運動ト最善ノ努力ヲ以テ，生産ヲ維持スベク邁進シツゝアリ
　前年同期と比較すると，生産量は人絹パルプが 2.8％減に対し副産物パルプが 66.9％増で，
総量は 0.9％増となった。
　収入金は 8.1％増，当期純益金は 2倍を超え，いずれもこれまで最高を記録した。
　増益要因は 41 年 5 月のパルプの公定価格の値上げであったのはいうまでもないが，カナダ
材の輸入減少さらに杜絶を受けて質的には劣る国内材を使用せざるをえない状況において加工
技術の改善・改良をはじめ生産の効率化や動力源として天然ガスの削井などに断続的に注力し
たのが功を奏したことも重要といえる。
　当期の配当は 8％で据え置かれたが，諸償却金を 3期ぶりに 10 万円計上し，後期繰越金は 1.6
倍に増加して 21 万 3,401 円 74 銭となった。
　『第九回営業報告書』には以下のような叙述がある（3～ 4頁）。輸入がゼロとなった人絹パ
ルプの安定供給に一翼を担っているとの自負心がみてとれる。
　　人絹パルプガ愈々自今一片ノ輸入ナク其資材タル木材亦一石ノ輸入ナキニ至リタルモ，事
変勃発以来国産パルプ工業ノ発達ニヨリ，現在ニ於テハパルプニ関スル限リ総テ之ヲ国内ニ
於テ生産シ，繊維業者ニ何等ノ不安ヲ与ヘザルニ至リタルハ，パルプ製造業者トシテ聊カ誇
リヲ感ズルトコロノミナラズ，此時局ノ緊迫下ニアリテ邦家ノ大慶ト称スベキナリ
　この間，新たな設備投資をおこなった。材木どうしの摩擦により樹皮を剥ぎとるドラムバー
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カー 1 基（泉尾鉄工所製造）およびパルプの湿式電動機付き精選機 10 基を導入した。前者に
は 17 万円，後者には 24 万円を投じた。
　ところで，北越パルプは創業以来環境対策，特に排水問題には尽瘁した。
　新潟県の指導を受けて，1938 年 5 月の操業開始時までに 40 万円をかけて排水処理設備を配
備した。これは廃液中の浮遊物を沈殿させ，中和を施したのち工場内の運河で希釈させて隣接
する新栗ノ木川へ放流するものであった。
　同年 9月に栗ノ木川に汚水が逆流した際には新潟県および亀田郷水害予防組合（沿川の農家
やドジョウ養殖業者から構成）と対策を講じ，新栗ノ木川と寺町掘に開閉式仮締切設備を 2万
5,000 円を投じて設置した。翌 39 年 6 月には干天のために排水が近くの通船川に流れ込み沿川
に農業被害が生じた。2日間操業を停止して対応にあたり急遽仮締切を施した 56。また，40 年
以降農家への補償はきめ細かくおこなった 57。
　時に農家とは厳しく対峙したが，関係者と密接に連携して事態を収めたのである。
Ⅴ．水平的結合戦略の推進
　北越製紙は，新潟県内外の同業他社を買収・合併する水平的結合戦略も展開している。
　1938 年 5 月 15 日に新潟板紙と合併契約書を締結し，翌 6月 16 日の北越製紙の取締役会 58，
同月 24 日の第 63 回定時株主総会で決議された 59。同総会では合併に伴い北越製紙の資本金を
115万円増資して1,315万円とすることも決まった。同年7月 1日に沼垂工場（板紙を主に生産・
新潟市馬越）および附船工場（主に浅草紙＝塵紙を生産・新潟市附船町 1丁目）の事業を継承
している。
　新潟板紙は，新潟瓦斯（現・北陸ガス）の抄紙部（1923 年創設）を独立させたもので（新
潟瓦斯が諸設備を 15 万円と評価して現物出資），1935 年 2 月に資本金 200 万円で設立され
た 60。社長は小林友太郎（新潟瓦斯・長岡天然瓦斯・栃尾鉄道専務取締役および中越自動車社
長），専務取締役は青木仁三郎（新潟瓦斯取締役支配人および長岡天然瓦斯・新発田瓦斯・塩
釜瓦斯取締役），取締役は高橋助七（石炭商および新潟合同運送取締役・新潟合同自動車監査役）・
敦井栄吉（石炭商・新潟無尽社長および新潟臨港・新潟運輸取締役）・石田友一（新潟瓦斯・
56　前掲『第五回営業報告書』3～ 6頁。
57　前掲『第六回営業報告書』3頁。
58　前掲『役員会決議録　第六號』。
59　北越製紙株式会社『第六拾四回営業報告書』1938 年 12 月，2頁。
60　小川金治郎『小林友太郎翁伝』小林翁銅像維持会，1937 年，149 ～ 151 頁。
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三条瓦斯取締役），監査役は川上十郎（新潟臨港専務取締役・六十九銀行取締役）・隅木正蔵（新
潟無尽専務取締役）・荒木徳司（長岡天然瓦斯取締役支配人）および柴田石松，支配人が荒川
万寿夫であった 61。
　新潟板紙の業績の詳細は不明であるが，板紙市況が業界の生産調整などにより不安定であっ
たとともに，原料の稲藁の価格が高止まりし，その十分な調達も難しかったなどコストアップ
要因が重なったため収益が圧迫され，1936 年下期および 37 年上期の配当は 5％に止まってい
た 62。
　両社が合併するに至った理由については，次のように報告されている 63。
　一，一県下二社ノ併立ニ因リ其原料藁ノ蒐集ハ無謀ナル競争ヲ醸シ勢ヒ其原価ヲ高騰セシメ
採算不能ナリシヲ合併ニヨリ之ヲ防止シ平静穏健ナル市価ヲ得ベク
　二，北越製紙株式会社ハ別ニ其経営セル新潟工場ニ産スル自家用パルプノ廃物ヲ利用シ直ニ
合併工場ニ其加工紙製造ニ着手シ得ベク有利ナル展開ヲ見両社ノ妥当適切ナル自局観ノ
下ニ合併ヲ見ルニ至レリ
　小林友太郎は北越製紙の設立発起人の 1人であり，田村文四郎や覚張治平および両家関係者
とともに長岡市会や長岡商業会議所で議員や役員として名を連ねており，双方の間柄は良好で
あったとみられる。新潟板紙側は遅滞なき事業存続のために，北越製紙においては板紙の原料
である稲藁の安定的かつ安価な調達および新事業への進出に向けて，両社合併は有効な方策と
認識しており，双方の思惑が一致したのである 64。
　事業継承後，改めて沼垂および附船工場として操業した。両工場で板紙を年産 6,360 トン，
製紙および人絹パルプ用包装紙を 156 万封度（700 トン），浅草紙を 12 万 4,320 本を生産し，
年間売上高を 93 万 3,240 円，利益金を 11 万 3,560 円と計画している。新潟工場および北越パ
ルプを補完する工場と位置づけられたといえる。
　両工場長は新潟工場長の小林宗作が兼務し，工場長代理に田村貫一，工場次長兼工場管理人
には荒川が就いた。1939 年 7 月には田村が工場長に昇任している。
　その後，両工場の生産量は，ほぼ計画通りに推移していった。
61　前掲『新潟商工会議所六十年史』316 ～ 317 頁。
62　前掲『新潟財界年報　昭和十二年版』12 頁。
63　「会社合併認可申請書」1938 年 6 月『新潟板紙合併関係綴』北越製紙長岡工場文書，長岡市立中央図書館
文書資料室所蔵。
64　同上史料によると，新潟板紙の 38 年 5 月期の決算は 3万 5,650 円 11 銭の純損失を計上し，前期繰越金は
223 円 64 銭に止まり，業容がさらに悪化していたことがわかる。
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　1939 年 9 月 1 日に，太陽パルプの戸田工場（埼玉県北足立郡戸田村）を買収した 65。
　太陽パルプは 1938 年 11 月に設立され，パルプとテックス（建材）を戸田および砂町（東京
府南葛飾郡）工場で生産した。操業開始以来不振が続いたため，北越製紙へ支援を求めた。こ
れに対して，北越製紙は同工場が新素材であるクラフトパルプ（KP）を試造していたこと，
市川工場と比較的近距離でパルプ供給が容易となる可能性があることをふまえて，同工場を担
保に 55 万 5,500 円を融資した。しかし，業績が上向かず，融資に対する代物弁済として，89
万 244 円 75 銭で取得した。
　設備は，ソーダパルプ木釜 6基，砕木パルプ機 5台，テックス製造機 2台であった。
　工場長には千田剛一（東京帝国大学卒），次長には渡辺允（前長岡工場次長）が就いた 66。
千田と渡辺のもとで生産・技術の実務を担ってのが上村清五郎である。上村は一九二八年に長
岡高等工業学校応用化学科を卒業して入社し，市川工場で実務経験を重ねていた 67。
　生産計画は，ソーダパルプを年産 2,500 トン・年額 70 万円，砕木パルプを 1,350 トン・18
万円，テックスを 10 万坪・16 万円の合計 104 万円であった。市川工場への供給とともに関東
圏の製紙工場への外販を企図していたと考えられる。
Ⅵ．業績の推移
　1933 年以降の経営環境は，王子製紙の成立による需給関係の引き締まりと市況の好転，景
気回復に伴う需要の拡大，日中戦争勃発による戦時経済体制の強化（公定価格制の実施や配給
統制の開始など），板紙・洋紙やパルプおよび木材の輸入の縮小さらに途絶（特に木材の供給
不足と価格高騰は深刻），諸製品やパルプ（特に人絹向け）の植民地への輸出の増大，関係業
界団体である日本板紙同業会，茶板紙同業会，厚板紙同業会が統合しての 40 年 2 月の日本板
紙連合会の結成など，プラス，マイナス両面で大きく変転するところとなった。
　こうしたなかで，北越製紙の生産量は順調に増加した。1933 年と 40 年とで比較すると，板
紙および洋紙は 2.1 倍，パルプは 3倍となった。また，ヴァルカナイズド・ファイバーの生産
量は 38 年から 40 年の 2年間で 1.7 倍に急増している。
　板紙，洋紙およびパルプ，ファイバー毎の状況についてふりかえっていきたい。
65　北越製紙株式会社『第六拾六回営業報告書』1939 年 12 月，3～ 4頁。
66　千田は 1944 年 3 月に京城で設立された朝鮮北越興業（資本金 50 万円・社長中村恒）の工場長として同年
7月から派遣されている。同工場へは新潟工場の一号抄紙機を移設した。
67　上村は 1944 年 1 月に大原鉄工所専務取締役に転じ，48 年 10 月に長岡鉄工業協同組合初代理事長，62 年 3
月に長岡商工会議所会頭，同年 12 月から長岡市長を 1期・4年務めた（100 周年誌執筆編集委員会編『長岡
商工人　百年の軌跡－不死鳥のまちを支えた商工人名録－』長岡商工会議所，2011 年，460 ～ 461 頁）。
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　板紙業界では，1925（大正 14）年 10 月に北越製紙を含む主要 19 社によって創設された日
本板紙同業会による生産調整が継続していた。具体的な施策は月次での操業短縮（無償・有償）
と輸出振り向けおよび奨励金の交付で，これの策定と運用は田村文吉が主導した 68。
　操業短縮比率（設備休転率）は 31 年後半以降上昇して 50 ないし 55％となり，33 年 5 月に
は 60％となった。34 年 9 月以降は 30％代に落ち着いたものの，36 年 4 月に 65％に上がった。
その後しばらくは 25 ～ 35％となったが，37 年 10 月に 50％，11・12 月に 40％，38 年 1 月か
ら 39 年 4 月まで 50％が続いた。操業短縮は 39 年 6 月いっぱいで終結した。
　生産調整は概ね浸透したものの，価格は必ずしも安定せず，成果は一様ではなかった。1934
年 12 月期，35 年 6 月期，39 年 5 月期の『営業報告書』は次のように記している 69。
　【1934 年 12 月期】
　　雑貨ノ海外輸出旺盛ナルニ伴ヒテ板紙ノ需要増加セル為メ同業会申合ニヨリ製造制限ヲ幾
分宛緩和シテ而モ売行相応活発ヲ呈シ市価亦平穏裡ニ推移セリ但未ダ高率ノ制限ヲ持続セル
ニ不拘同業会以外ニシテ新設計画中ノモノ近ク市場ニ顕出スルニ至レバ業界ノ前途楽観ヲ許
サゝ ル゛モノゝ如シ
　【1935 年 6 月期】
　　一般経済界ノ反動的沈滞ト新設工場ノ濫興ノ脅威トニヨリ市況振ハス市価ノ漸落亦已ムヲ
得サルモノアリシカ幸ニ当社ハ各種改良工事ノ順次完成ト共ニ生産費ノ低下ヲ図リ製品亦順
調ノ売行ヲ示セリ
　【1939 年 5 月期】
　　（前略）資材ノ配給統制強化ニ伴フ板紙ノ此等資材ノ代用品トシテノ需要漸ク盛ナルモノ
アリ（中略）期初以来市況漸ク活発トナリ期末ニ近ヅクニ及ンデ益其勢ヲ強メタリト雖モ如
何セン価格ハ昨年八月三十日現在市価ヲ強制セラレ居ル為メ純然タル黄板紙，茶板紙ハ市中
ニ其影ヲ潜メ各種変色加工ノ板紙ヲ以テ僅ニ需要ヲ満タスノ変態ヲ呈セリ。当社ハ此間採算
ノ不利ヲ忍ンデ従前通リ黄板紙，茶板紙ヲ供給シ在来ノ取引先ニ対シテハ勿論官用，軍需，
輸出品ニ対シ努メテ供給ノ円滑ヲ実行セリ。
　洋紙業界は，北越製紙を含む日本製紙連合会が 1929（昭和 4）年 4月から 1年間の操業短縮
30％を決定した。しかし世界恐慌の影響や外国メーカーのダンピングなどにより，実があがら
68　板紙連合会事務局編『日本の板紙』板紙連合会，1964 年，14 ～ 26 頁。
69　北越製紙株式会社『第五拾六回営業報告書』1935 年 1 月，3頁，『第五拾七回営業報告書』1935 年 7 月，4頁，
『第六拾五回営業報告書』1939 年 6 月，4頁。
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なかった。30 年 10 月からは在庫品の共同管理のための封印をおこない，翌 31 年 11 月には操
業短縮比率を 55％まで引き上げたものの，王子製紙・富士製紙・樺太工業 3社間の競争激化
のために成果は乏しかった。33 年 5 月の 3社合併以降は次第に落ち着いていった。操業短縮
は 50 ～ 10％を推移しながら 39 年 9 月まで続いた 70。
　この間の洋紙およびパルプの状況について，1934 年 6 月期，37 年 6 月期，39 年 5 月期およ
び 11 月期の『営業報告書』は以下のように述べた 71。
　【1934 年 6 月期】
　　本期間抄造量ハ弐千六百五万壱千封度ニテ前期ニ比シ二分五厘五毛前年同期ニ比シ四分弐
厘八毛ノ増産ナリ
　　市価ハ特種ノモノ及長期契約品ヲ除キ全ク焦付状態ニアリト雖モ需要ハ昨年ニ比シ漸ク増
加ノ傾向アルヲ以テ印刷用紙ニ対シテハ各月若干ノ制限ヲ緩和スルニ至リ更紙ニ在リテハ其
設備ノ全能力ヲ致シテ尚及バザルノ盛況ヲ見タルハ業界ノ為メ欣ブベキ処ナリ蓋シ原料，木
材，燃料等逐次高値ノモノヲ使用スルニ至リシ為メ前期ニ比シ若干収益ヲ減少シタルハ已ム
ヲ得ザル処ナリトス
　　パルプ設備ノ改良ニヨリ予定ノ通リ生産額ヲ増加シ全工場使用量全部ヲ自給シテ幾分ノ余
リヲ生ズルニ至レリ（中略）市川工場加工紙ハ其ノ品質漸ク見ルベキモノアリ其生産量モ増
大シ所期ノ目的ニ近ヅキツゝアルハ之亦慶祝スベキコトナリトス
　【1937 年 6 月期】
　　世界的パルプ及紙ノ供給不足ハ今年ニ入リテ愈顕著ナルモノアリ従ツテパルプ市価ハ累月
奔騰シ洋紙市価ハ其度ニ於テ及バズト雖ヒ之亦逐月高騰セルヲ以テ先高見込モ伴ヒ売行頗ル
旺盛ニシテ買置キ原料ノ存スル限リ利益ノ増加セルモ自然ノ理ナリ，連合会ハ各月其減産率
ヲ緩和シ六月ノ更改期以降各社平等一割ノ低率ニ達セリ蓋シ減産ノ緩和ハ即パルプ需要ノ増
大ヲ来シ，サナキダニ世界的パルプノ不足ノ場合各社ハ其原料獲得ニ多大ノ困難ニ当面スル
ノ已ムヲ得ザルニ至レリ
　【1939 年 5 月期】
　　市場引続キ品不足ノ声喧シキモ価格ハ既ニ公定価格定マルヲ以テ大体平穏裡ニ推移シ協定
70　成田潔英『昭和十二年版　日本紙業総覧』王子製紙株式会社販売部，1937 年，849 ～ 852 頁，東京都紙商
組合　組合史編纂委員会編『東京における紙商百年の歩み』東京都紙商組合，1971 年，142 ～ 143，167 ～
170 頁に拠る。
71　北越製紙株式会社『第五拾五回営業報告書』1934 年 7 月，5頁，『第六拾壱回営業報告書』1937 年 7 月，4頁，
『第六拾五回営業報告書』1939 年 6 月，5頁，『第六拾六回営業報告書』1939 年 12 月，6～ 7頁。
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紙ハ従前通リ五割ノ操短ヲ継続セリ。製紙用パルプノ品ガスレ愈甚シク為メニ当社ハ当局ノ
意ニ従ヒ自用亜硫酸パルプヲ力メテ砕木パルプニ代置シ亜硫酸パルプ毎月二，三百頓ヲ市販
ニ出セリ。
　　新潟工場新設第六号機ハ十二月ヨリ運転ヲ開始シ予定ノ成績ヲ収ムルヲ得タルハ今日ノ紙
飢饉ノ場合頗ル時機ニ適合セルモノニシテ欣快トスルトコロナリ
　【1939 年 11 月期】
　　（前略）当社ハ此間ニアリテ勉メテパルプノ増産ト燃料ノ節約ヲ図リ以テ幾分ナリトモ生
産ヲ増加シ，以テ生産費ノ昂上ヲ阻止セント努力セリ。
　　製紙用パルプニアリテハ内地材，北洋材共今年度ニ比シ明年度分ハ更ニ著シキ騰貴ヲ来セ
リハ甚ダ遺憾トスルトコロナルモ，労銀ノ騰貴等ニヨル実情亦已ムヲ得ザルトコロ，之ニヨ
ツテ来期以降パルプ採算ヲ悪化スベキハ必定ナルベキモ上下一体努力能率ノ増進ニヨリ此等
ノ悪条件ヲ補填センコトヲ期スルモノナリ。
　　（後略）
　ファイバーは操業直後から順調に推移し，着実に成果を上げていた。1938 年 11 月期と 41
年 11 月期の『営業報告書』に次のように記されている 72。
　【1938 年 11 月期】
　　全紙加工品トモ前期ニ引続キ需要旺盛ニシテ常ニ注文ニ逐ハレツゝアリ，由リテ設備ノ一
部ヲ増設シテ拡張ヲ図リ，期末略竣工ヲ見タリ。
　　代用品工業トシテ将又転業対策ノ一助トシテ，市内並ニ付近町村ニ於テフアイバー加工業
漸ク盛ナラントスル傾向アリ，当社亦本事業開設当初ノ主旨ニ則リ，力メテ之レガ発達助成
ニ努メ成果稍見ルベキモノアリ。
　【1941 年 11 月期】
　　一昨年来工事中ナリシ当社独特ノ考案ニヨル連続式フアイバーマシン機出来セル結果，生
産力ヲ倍加シタルノミナラズ薄物品質ノ向上能率増進等頗ル画期的発明トシテ新威力ヲ加フ
ルニ至リタルハ欣快トスルトコロナリ。
　1932 年 12 月期から 41 年 11 月期までの北越製紙の業績の推移は表 2のとおりである。
72　北越製紙株式会社『第六拾四回営業報告書』1938 年 12 月，5頁，『第七拾回営業報告書』1941 年 12 月，5頁。
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表２　北越製紙の業績の推移
決算期 収入金 当期純益金
払込資本金
利益率
配当率 後期繰越金
1932 年 12 月 3,156 229 11.3 8.8 74
1933 年 6 月 3,824 320 15.5 10.0 129
1933 年 12 月 3,995 395 17.6 10.0 185
1934 年6 月 4,747 399 17.7 10.0 225
1934 年 12 月 5,284 537 23.9 12.0 309
1935 年6 月 5,683 400 17.3 10.0 336
1935 年 12 月 5,704 367 15.3 10.0 345
1936 年6 月 6,192 375 14.7 10.0 345
1936 年 12 月 6,672 396 14.4 10.0 347
1937 年6 月 9,174 588 17.1 12.0 365
1937 年 12 月 10,209 552 14.7 10.0 368
1938 年5 月 8,356 463 12.3 10.0 372
1938 年 11 月 11,648 657 16.2 10.0 407
1939 年5 月 13,889 816 17.7 10.0 473
1939 年 11 月 15,366 1,146 24.9 10.0 539
1940 年5 月 16,783 868 18.8 10.0 577
1940 年 11 月 24,246 1,597 34.1 10.0 600
1941 年5 月 25,319 1,664 31.3 10.0 680
1941 年 11 月 25,576 905 17.0 10.0 721
出典：北越製紙株式会社『営業報告書』第五拾弐～七拾回より筆者作成。
注：収入金・当期純益金・後期繰越金の単位は千円（未満は切り捨て），払込資本金利益率と配当率の単位は％。
　当該期は，事業規模および範囲の拡大により，収入（北越パルプなどからの配当収入および
雑収入を含む）は順調に増加した。38年 5月期の減収は決算期変更で5ヵ月決算のためである。
　当期純益金は 35 年 6 月期から 36 年 12 月期まで減少しているが，同期以降「諸税引当金」
を計上したことが大きい。同期は 9 万 1,000 円，同年 12 月期から 36 年 12 月期までは各期 7
万 3,000 円～ 8 万円，37 年 6 月期から 40 年 5 月期までは各期 20 ～ 67 万円を計上している。
さらに，39 年 11 月期から 41 年 11 月期まで「諸ないし固定資産償却金」が各期 20 ～ 50 万円
計上されている。これらを勘案するとほぼ増益基調であった。
　木材をはじめとする原料や燃料価格のなどにみまわれながらも，継続的な生産効率の向上な
どの様々な経営努力が功を奏して，業績は堅調に推移したのである。
　配当率は当時で優良会社と見なされていた水準の 10％を堅持しており，払込資本金利益率
との開きをみてもたいへん余裕のある決算であった。繰越金も着実に積み増され，堅実経営そ
のものである。
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　北越製紙に対しては「製紙事業の大半が王子に集中されてゐる今日，地方的製紙会社として
でなく業界に大きくクローズアツプされて居り又内容業績共に県下の事業会社のうち模範的優
良会社の一つである」73 との評価がこの当時なされているが，妥当なものといえよう。
　この間の 1939 年 12 月 26 日の第 66 回定時株主総会で定款が改正されて（第 13 条），取締役
の 9名から 10 名，監査役の 3名から 5名への増員が可決された。新たに林業部長の鈴木七資，
沼垂・附船工場長の田村貫一，経理部長の星野量平が取締役，新潟商工会議所会頭・第四銀行
頭取の白勢量作および長岡商工会議所会頭・六十九銀行頭取の鷲尾徳之助が監査役に選任さ
れ 74，内部昇格者と外部有力者によりトップマネジメントが拡充したのである。
　また，1940 年 5 月 7 日に田村文吉が社長，覚張義平が副社長，同年 7月 17 日には小林宗作
と中村恒が常務取締役に昇進ないし昇格している。
むすびに
　当該期は，景気の好転と需要の増加の一方で，業界上位 3社の合併による王子製紙の成立と
生産や販売および原料調達面での影響力の強大化，戦時体制の強化に伴う価格や資金面での統
制の拡大など，経営環境は大きく移り変わるところとなった。
　こうしたなかで，北越製紙は，生産設備の新増設，アート紙や新聞用紙などの多品種化，新
素材であるヴァルカナイズド・ファイバーの開発を推進するとともに，木材や石炭および用水
の調達の円滑化，北越パルプの設立による製紙用および人絹用パルプの内製化と外販，火力発
電所の新設による自家発電の増大，販売体制の拡充，さらには同業他社の合併・買収などを積
極的に展開した。つまり，垂直的統合および水平的結合戦略と新規事業の創始を有機的に結び
つけたことが持続的成長につながったのである。田村文吉の旺盛なリーダーシップの発揮と環
境変化への対応さらに予見，マネジメント層の整備による的確な戦略策定と円滑な遂行は大き
な成果を生み出し，総体として報いられたといえる。
　1940 年代にはいると製紙業界では生産および販売統制が一層強化され，企業としての主体
性を発揮できる余地はごく限られた。これにおいて北越製紙は事業にいかに取り組んだのか，
さらに，終戦後のアメリカ占領下での復興期から朝鮮戦争期にかけての事業展開はいかなるも
のであったのかについては別稿に改めることとしたい。
　当時の北越製紙の社内報である『星』（“HOSHI” とのローマ字も併記）の 1941 年 4 月 20 日
73　金子昌嗣編輯『新潟財界年報　昭和十六年版』商工興信社，1941 年，7頁。
74　前掲『第六拾七回営業報告書』1～ 2頁。鈴木七資は 50 年 12 月から 57 年 12 月まで監査役，星野は 48 年
12 月から 53 年 12 月まで常任監査役を務めている。
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号に田村文吉による「産業報国と我が社の歴史」と題する講演録が掲載されている 75。そのな
かに北越製紙の経営ないし事業姿勢および自身のスタンスを明確に指摘した箇所がある。参考
に供するべく，最後になるが以下に引用する。
　（前略）我が社の今日あるのは実に社祖の御陰であります。即ち，当社を創立せられた故田
村文四郎翁及故覚張治平翁が鉄石の信念を以て時勢を先覚し，偉大なる人格と信用とを以て
同志の協力を求め，堅実周到なる計画を樹てゝ専心事業を進められ，盤石の礎を築かれた其
の御陰であると深く信じてをるのであります。而も，創立の当初から今日まで一貫してゐる
社業の精神は，社祖から初め唯単に会社の利益を図るといふ事よりも，地方の開発，郷土の
発展に貢献したいと云ふ事を重んじてをるといふ事であります。長岡・新潟・市川の各地方
が我が社事業の為め何の位其の地方の繁栄に影響してゐるかは申すまでもなく皆さんも容易
に推知することが出来ると思ひます。而して従業員は上下一致和協して働いてをるのであり
ます。是れがあればこそ，如何なる艱難に遭遇致しましても克く此の苦境を打破して，明朗
性を覚醒せしめ，駿々として社業の隆盛を図つて来たのであります。
　　現時局は益々多端，未曽有の国難に直面してゐるのであります。何うぞ皆さんは，我が社
の歴史を常に省みると共に，先輩諸士の奮闘されました努力と，我が社の終始一貫産業報国
の為に尽瘁して来た精神を汲掬し，深き信念と決心とを以て一層の協力和同をお願ひする次
第であります。
【謝辞】
　本研究をすすめるにあたり，当時の北越紀州製紙株式会社で常勤監査役などを歴任された小
林多加志氏をはじめ，現在の北越コーポレーション株式会社洋紙事業本部新潟工場事務部長兼
特殊紙事業本部長岡工場事務部長の金川貴宣氏や同社関係者の方々には資料提供・調査で一方
ならぬ御配慮を頂いている。また，株式会社田村商店代表取締役会長の田村巖氏（文吉の甥に
あたる）には，北越製紙の事業展開および田村家代々の足跡をはじめ，製紙業の歴史と現状に
関して日頃から御教示頂いている。特記して感謝申し上げる次第である。
　安部悦生先生との初の出会いは，明治大学経営学部で 1990 年に履修した「経営史」の講義
であった（成績は「良」にとどまった）。1993 年に大学院経営学研究科に進学して以来現在に
75　北越製紙長岡工場文書，長岡市立中央図書館文書資料室所蔵。
　　『星』1941 年 3 月 20 日号には，北越製紙開催の第 2回長岡勤労成人学級講座で講演されたものと記されて
いる。
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至るまで諸側面から御指導頂いている。ローカルな研究に終始している筆者に対して，グロー
バルな視点の重要性を御教示頂き，それにより研究の視野を広げることができた。研究報告を
する度に先生から様々な質問やコメントを頂いたが，いずれも本質を突くものであった。末筆
となるが，今後ますますの研究の御進展と御健筆を祈念する次第である。
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